予算要求資料
平成26年度当初予算　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：科学技術振興費　　　
	事業名　　新清流の国ぎふ・農畜水産物ナンバー１
プロジェクト事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　総合企画部研究開発課研究開発係　電話番号：058-272-1111（内2484）

　　　　　　　E-mail：c11162@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　51,251千円（前年度予算額：-千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	51,251
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	51,251

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　・岐阜県では、標高0ｍの平野部から1,000ｍ以上の中山間地に耕地を抱える　　

地形の有利性を利用して、トマトの周年栽培が行われており、大阪市場で
高い占有率を維持している。

・霜降り高級和牛肉として全国的に知名度が高い「飛騨牛」ブランドで、東京
を中心とした首都圏にも販売を拡大しつつある。

・長良川をはじめとした豊かな清流に恵まれた岐阜県は、古くから鮎の生産が
盛んで、地域団体商標にも登録されている「郡上鮎」は東京でも高値で取引
されている。

　・一方でそれらの品目のさらなる生産性向上や販売額、知名度アップを図るには、様々な課題がある。

（２）事業内容

・岐阜県農業の強みを活かすことができる３品目（トマト、飛騨牛、鮎）について、以下のプロジェクトに取組む。

【トマトプロジェクト】

・夏秋トマトの革新的20tどり(現状8t)多収穫栽培システムの開発

・冬春トマトのポット耕栽培システムの高度化による50tどり(現状18t)

の実現　等４課題
【飛騨牛プロジェクト】

・肉質評価技術の確立と飛騨牛らしさ追求による品質向上
【鮎プロジェクト】

・岐阜県先進技術（遡上予測、子持ち鮎生産）活用による河川漁獲量及び養殖

生産量の増大
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	4,976
	研究を補助する第３種雇員等

	旅費
	1,684
	職員旅費（共同研究機関とのうち合わせ、学会参加）

	需用費
	13,068
	研究のための各種消耗品の購入等

	役務費
	84
	アンケート調査用郵送費等

	委託料
	2,103
	試験用鮎採捕調査委託料等

	使用料
	22
	高速道路料金

	工事請負費
	3,337
	軽量鉄骨ハウス建設工事費

	備品購入費
	25,850
	研究備品の購入

	その他
	127
	学会参加負担金等

	合計
	51,251
	任意：26,095　単建：25,156


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　「ぎふ農業・農村基本計画」
（２）国・他県の状況

　　　２５年６月に閣議決定された「日本再興戦略」において、農業・農村全体の所得倍増が位置づけられている。
（３）後年度の財政負担
　　　５年間実施し、研究開発・技術移転を行う。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
県民生活の向上に貢献する科学技術の振興を基本目標に掲げる「岐阜県科学技術振興方針（H24～28年度）」に沿って、①次世代産業の育成と地域経済の活性化（モノづくり）、②活力とゆとりのある質の高い県民生活の実現（地域づくり）、③科学技術の担い手の育成（人づくり）を柱に、県民・産業界のニーズに応える研究開発を進めます。　　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	技術移転の推進

※関連企業への技術移転
	－
	－
（H22）
	－
（H23）
	－
（H24）
	９件

（H30）
	－



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成25年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（平成25年度の成果）

	・平成25年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	国は成長産業戦略として農業を柱とし、「攻めの農林水産業」に力点を置き、農業所得及び輸出の倍増計画を打ち出している。岐阜県でも「ぎふ農業・農村基本計画」で「強い農業」の確立を目指しており、これらを実現するための研究を強力に支援する必要がある。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
県では、農政部が策定した「ぎふ農業・農村基本計画（H23～H27）」の５つの基本方針の中で、①売れる農産物づくり　②戦略的な流通・販売　を掲げており、これらを実現するための技術開発を行うことが緊急の課題となっています。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　生産者、団体等への要望調査及び有識者ヒアリングを通じて得られたニーズに基づき、問題解決のための新たな研究課題に取組みます。



